　　　　過疎化について
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１．過疎化とは

人口の増減に関することについて調べてゆきたいと思っているが、その中でも特に関係してくることが過疎化である。過疎化という言葉は広く知られているが、多くは人口が減ってきていることであると捕らえられ、その意味をきちんと把握している人は少ないと思われる。一般に、過疎化とは農山林地域から年へと人口が流出し、学校、商店などが閉鎖されたり、地元の伝統芸能の継承が困難になったりし、地域の活力が乏しくなることをさす。

また、人口減少のために一定の生活水準を維持することが困難になった状態をいう。

　昭和３０年以降、日本経済の高度成長の中で、農山漁村地域から都市地域に向けて、若者を中心に大幅な人口移動が起こった。そのため、特に大都市地域では人口集中による「過密」問題が起こるようになった。一方、農山漁村地域では、人口減少により、たとえば教育、医療、防災など、その地域における基礎的な生活条件の確保にも支障をきたすようになるとともに、地域産業の担い手不足などにより地域の生産機能が低下してくるようになった。　

　

２．過疎化が引き起こす諸問題

　

　農村はその土地利用形態によっていくつかのレベルに分けられ、その類型区分としては

：都市的地域

：平地農業地域
：中間農業地域

：山間農業地域

の四分類がある。この区分にしたがって全国の市町村を分類すると、

：都市的地域＝22.1%

：平地農業地域＝23.4%

：中間農業地域＝31.7%

：山間農業地域＝22.8%

となる。このうち中間農業地域と山間農業地域を合わせて「中山間地域」と呼ぶが、この分類によれば、中山間地域に属する市町村の全国に対する割合は55.4％となり、過半数以上を占めていることになる。そして現在、この中山間地域において、過疎化をはじめとした農村問題の危機が集中的に現れている。

　

　特に、以下に挙げた四つの問題は、この地域における共通の課題となっており、対応が求められている。　

①．人口の自然減少

②．若者定住型就業機会の不足

③．集落の崩壊

④．耕作放棄と農地の荒廃

　まず、「人口の自然減少」であるが、すでに自然減少の段階を迎えている市町村においては、今後人口増加はおろか人口の維持すらも困難な状態にある。

　また、こうした自然減少を食い止めるために若年人口の流出を防ごうにも、多くの中山間地域では、農林業のほかは土木建設業などしかなく、仕事はあるもののつきたい仕事がないという労働力需給のミスマッチが深刻となっている。その結果、若者たちはこれらの業種を敬遠し、都市部の第三次産業等に職を求めて流出を繰り返してきた。このことが中山間地域における若年層の空洞化現象を引き起こしたといえる。

　さらに、集落単位で見ると、集落崩壊が迫っている。集落構成要因の大多数を、単身老人や二人暮らし老人世帯が占め、後継者となるべき１８～４０歳層が現にいるか、将来Uターンする見込みがあるという世帯が、半分に満たない状況となっているのである。

３．何が過疎化を引き起こしたのか

　1950年代後半から本格的な高度成長時代に突入した日本の経済は、急速な重化学工業化政策を推進し、年率実質成長率10%という驚異的な経済成長を達成した。

　しかしこの間、都市部において若年層を中心とした孤島が急激に拡大し、地方の農家子弟の新規学卒者は雇用の急増した都市部製造業等に大量吸引され、重化学工業確立のための重要な労働力供給源となったのである。これこそが今日の過疎化を引き起こした要因であろう。

４．過疎対策と公共事業

　自治体は高度成長によって大幅な税収増を実現した中央政府から豊富な財政資金の供与を受け、それによって地域経済を活性化させようという「財政資金による地域振興」に期待したのである。

　この財政資金の中心となっていたのが、地方交付税交付金であった。制度発足当時は20%であった交付税率も、1967年には32%まで上昇し、さらにはその財源である所得税、法人税、酒税の国税さん税も企業の収益向上を反映して拡大し続けたことから、交付税額は加速度的な増大を遂げた。その結果、自治体は年々その歳入規模を拡大することが可能となり、同時にさまざまな事業展開を可能にしたのである。

　また、この地方交付税交付金は主として自治体財政を潤したが、これと並行して民間経済を潤したのが莫大な公共投資であった。1960年、当時の池田内閣は国民所得倍増計画を発表し、この計画遂行のため、公共投資に努めることとなった政府は、翌年に4522億円（前年度比56.5%）という大型の公共投資を実施した。　


図１－１　公共事業関係費の推移

　以来、この公共投資は平均すると年率20%前後という高いピッチの二尾を続けこれによって地方の土木建設業界は、かつてのような工場進出による関連工事等を当てにしなくとも、年々、その事業規模を拡大することが可能となったのである。

　こうした状況を背景として、飛躍的な拡大を遂げた地方土木建設業界は、やがて地域雇用を創出し、資材や物資を調達することで地域の基盤産業としての地位を確立していった。国の財政資金は、一方で自治体財政を、またもう一方では民間経済を潤し、やや一面的ではあるが、地域経済に一定の貢献を果たしたといえるであろう。
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５．どのような過疎化対策がとられたか

高度成長時代後期、都市部に労働人口を大量吸引された農山村、とりわけ中山間地域においては、人口の著しい減少に伴って地域社会における活力が低下し、生産機能及び生活環境の整備も他地域に比して低位であることから、何らかの対策を緊急に講ずる必要性に迫られていた。
　そこで財政資金投入に加えて過疎地域対策緊急措置法をはじめとする過疎対策立法が制定され、財政面での恩典が上積みされたのである。
　過疎地域対策緊急措置法は、こうした過疎化が深刻な問題として認識されはじめた1968年頃から、関係都道府県を中心に、国に対して本格的な過疎対策を早期に確立するよう強力な要望、陳情活動が行われるようになり、これを踏まえて制定された日本初の過疎対策立法である。
　この法の目的は、人口の減少が進んでいる地域に対し、緊急の対策として生活環境におけるナショナル・ミニマムを確保、さらに開発可能な地域には産業基盤等を整備することにより、人口の過度の減少を防ぐとともに、地域社会の崩壊及び市町村財政の破綻を防止することにあった。
　この緊急措置法の制定により、過疎地域市町村及び過疎地域を有する都道府県は過疎地域振興計画を策定することになり、これに基づいて生活環境、産業基盤等の整備を図る各種の過疎対策事業が実施された。また、これら事業の実施にあたっては、過疎対策事業債をはじめとする財政、行政、金融、税制上の特別措置が講じられたが、その事業費総額は10年間で約７兆9000億円にものぼり、主として交通通信体系の整備を中心に事業が進められた。とりわけ市町村道については、改良率が1970年の9.1％から1979年には21.3％に、舗装率についても同様に2.5％から27.8％に上昇するなど、大幅な改善が見られ、過疎地域の地理的、自然的に不利な条件を是正するのに多大な貢献を果たしたといえる。このことが同時に過疎地域で公共事業を盛んにする一因となっていった。

　

６．これからの過疎化対策

しかし、このような公共事業費などの財政依存のみに頼って本当に過疎化の問題を解決できるのであろうか。この30年間の過疎対策、そして地域経済は、この土木建設業界を媒介として成り立ってきたと言っても過言ではない。これこそが過疎化を助長した影の要因なのではないか。漠然とした疑問、危機感は感じながらも、次々と投入される公共事業費によって地域内雇用は確保され、住民はそれが恒久的なものと思いこんでしまっている。そんな活気のない生活形態に呆れ果てた若者達は「労働需給のミスマッチ」を理由に都市部へと流出していく。そして、いつしか地域内の人的繋がりは解体され、雇い主である雇用側が、被用者である住民を「先導」し、地域活性化事業と称した公共施設の建設、事業の乱発を繰り返す。そんな悪循環が完全にシステム化されているのである。

　よってこれからの過疎化対策として財政面以外に高齢者福祉の増進、医療の確保、Uターンの促進などがあげられる。また、地方の雇用促進として若者が働くことのできる企業を地方に持ってくる必要があると思う。その例としてIT関係の企業を持ってくると、若者を雇用できるうえ、重化学工業とは逆に設備費や輸送費がそれほどかからないので、地方に持ってくることも可能であると思われる。その他に、都市部との交流を促進し、できるだけ多くの都市部の人々に地方へ来てもらい、地方に住むことの良さも実感してもらうことから過疎化対策は始まると思う。
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